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決算基礎資料

本部拠点区分

１　普通預金明細表

取引金融機関 金　額 摘　要

 （株）みずほ銀行　渋谷支店 73,914,643円

 （株）みずほ銀行　渋谷支店 19,263,475円

 （株）みずほ銀行　渋谷支店 0円

 （株）三井住友信託銀行　本店営業部 236,827円

合　　計 93,414,945円

２　定期預金明細表

取引金融機関 金　額 摘　要

 （株）大和ネクスト銀行　ダイコク支店 30,000,000円

 （株）大和ネクスト銀行　ベンテン支店 21,247,507円

 （株）大和ネクスト銀行　エビス支店 608,773円

 （株）大和ネクスト銀行　エビス支店 0円

 （株）大和ネクスト銀行　ホテイ支店 0円

 （株）大和ネクスト銀行　ダイコク支店 0円

合　　計 51,856,280円

３　小口現金・現金明細表

内　容 金　額 摘　要

 利用料用つり銭・利用料 40,000円

合　　計 40,000円

４　事業未収金明細表

内　容 金　額 摘　要

 神宮前あおぞら拠点区分 15,000,000円 本部事務局運営費等繰入金

 本町きらきら拠点区分 15,000,000円 本部事務局運営費等繰入金

 西原ゆめ拠点区分 11,798,521円 本部事務局運営費等繰入金

 （社）渋谷区勤労者福祉公社 1,500円 勤福会費還付分

合　　計 41,800,021円

５　立替金明細表

内　容 金　額 摘　要

 職員 240,662円  雇用保険料（本人負担分）

合　　計 240,662円
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決算基礎資料

本部拠点区分

６　前払費用明細表

相 手 先 金　額 摘　要

 ＡＩＧ損害保険（株） 102,200円  個人情報漏洩保険料

 （福）東京都社会福祉協議会 16,500円  役員賠償責任保険料

合　　計 118,700円

７　事業未払金明細表

相 手 先 金　額 摘　要

 渋谷区 12,052,905円  補助金・委託料清算戻入額

 渋谷年金事務所 8,267,673円  社会保険料（事業主負担分）

 （株）サイオー 7,196,730円  設備管理等業務委託料ほか

 新井公認会計士事務所 4,000,000円  会計監査委託料

 中央建装（株） 3,143,899円  清掃等業務委託料

エルティーライト（株） 539,539円  照明器具管球類購入代金

 （一社）渋谷区シルバー人材センター 368,747円  受付等業務委託料

 日本カルミック（株） 346,467円 トイレ殺菌洗浄委託料

 富士ゼロックス（株） 146,978円 コピー料金

 （株）花門フラワーゲート 173,221円  植栽管理業務委託料

 （株）みずほ銀行 99,880円  振込手数料ほか

 東日本電信電話（株） 66,676円  電話料金・インターネット料金

 （株）共立 66,000円 ケアコミ舞台装置管理等業務委託料

 渋谷区障害者団体連合会 60,918円  外周及び遊び場清掃等業務委託料

 渋谷税務署 53,800円  確定消費税

 （株）錦宝堂 32,065円  事務・管理消耗品購入代金

 渋谷区私立保育園・認定こども園連合会 15,050円  研修業務委託料返還

イッツ・コミュニケーションズ（株） 11,000円 インターネット利用料

 (株)松栄楽器店 9,350円  ピアノ調律

 みずほ情報総研（株） 1,430円 マイナンバー管理サービス利用料金

 職員 3,194,710円  退職金

 職員 926,207円  賃金・諸手当・旅費

合　　計 40,773,245円

８　未払費用明細表

相 手 先 金　額 摘　要

 渋谷社会保険事務所 13,163,000円  賞与引当金分社会保険料（事業主負担分）

合　　計 13,163,000円
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決算基礎資料

本部拠点区分

９　職員預り金明細表

相 手 先 金　額 摘　要

 職員 7,235,207円  社会保険料（本人負担分）

 職員 7,473,500円  住民税

 職員 550円  振込手数料

合　　計 14,709,257円
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決算基礎資料

ブルーメ笹塚拠点区分

１　普通預金明細表

取引金融機関 金　額 摘　要

 （株）みずほ銀行　渋谷支店 4,273,670円

合　　計 4,273,670円

２　事業未収金明細表

相 手 先 金　額 摘　要

 退所者 3,540円  特別育成費返還金

合　　計 3,540円

３　立替金明細表

相 手 先 金　額 摘　要

 職員 80,266円  雇用保険料（本人負担分）

合　　計 80,266円

４　前払費用明細表

相 手 先 金　額 摘　要

 （福）東京都社会福祉協議会 75,230円  施設損害賠償保険料

合　　計 75,230円

５　事業未払金明細表

相 手 先 金　額 摘　要

 渋谷区 3,745,231円  委託料清算戻入額

 渋谷年金事務所 240,666円  社会保険料（事業主負担分）

 東京電力エナジーパートナー（株） 86,318円  電気料金

 富士ゼロックス（株） 7,748円 コピー料金

 東日本電信電話（株） 7,334円  電話料金

 （株）みずほ銀行 6,820円  振込手数料

イッツ・コミュニケーションズ（株） 3,520円 インターネット料金

 東京ガス（株） 1,128円  ガス料金

 職員 233,941円  賃金・諸手当・旅費

合　　計 4,332,706円

６　その他の流動負債

相 手 先 金　額 摘　要

 退所児童 100,000円  施設入居者就学・奨学助成金

合　　計 100,000円
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決算基礎資料

つばさ拠点区分

１　普通預金明細表

取引金融機関 金　　額 摘　　要

 （株）みずほ銀行　渋谷支店 14,162,252円

合　　計 14,162,252円

２　事業未収金明細表

相 手 先 金　　額 摘　　要

 神宮前あおぞら拠点区分 1,500円 つばさパン納入代金

 職員ほか 153,593円 給食料・給与返納額

合　　計 155,093円

３　前払費用明細表

相 手 先 金　　額 摘　　要

 （福）東京都社会福祉協議会 43,200円  施設損害賠償保険料

合　　計 43,200円

４　事業未払金明細表

相 手 先 金　　額 摘　　要

 渋谷区 10,559,710円  委託料清算戻入額

 宮園自動車（株） 1,023,000円  バス送迎委託料

 渋谷年金事務所 456,105円  社会保険料（事業主負担分）

 田島屋精肉店ほか 204,516円  給食食材費

 利用者 105,997円  本人支給金

 日本カルミック（株） 105,028円 トイレ殺菌洗浄保守料

 （株）ビルテック 39,270円  清掃業務委託料

 三井住友トラスト・パナソニックファイナンス（株） 15,552円 スチームコンベクションリース料金

 日立キャピタル（株） 11,660円  自立支援請求ＡＳＰリース料金

 富士ゼロックス（株） 10,505円 コピー料金

 （株）錦宝堂 9,329円  事務消耗品ほか

ソフトバンクテレコムパートナーズ（株） 7,195円  電話料金

 （株）みずほ銀行 6,930円  振込手数料

 渋谷税務署 4,300円  確定消費税

 （株）有研 3,850円  検便代

 職員 1,707,553円  賃金・諸手当・旅費

合　　計 14,270,500円

５　職員預り金明細表

相 手 先 金　　額 摘　　要

 職員 90,045円  雇用保険料（本人負担分）

合　　計 90,045円
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計算書類に対する注記（神宮前あおぞら拠点区分用） 

１ 重要な会計方針 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

・ 満期保有目的の債券等 ・・・ 該当なし

・ 上記以外の債券 ・・・・・・ 該当なし 

（２）固定資産の減価償却の方法

・ 建物並びに器具及び備品 ・・・ 定額法

・ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（３）引当金の計上基準

・ 退職給付引当金 ・・・ 該当なし

・ 賞与引当金 ・・・ 該当なし

・ 徴収不能引当金 ・・・ 該当なし

２ 重要な会計方針の変更 

  該当なし 

３ 採用する退職給付制度 

・ 正規職員については、自治体（渋谷区）の制度に準拠した独自の退職給付制度を設け、

加入要件を満たす職員は社会福祉施設職員等退職手当共済に加入している。 

・ 準職員については、独自の退職給付制度を設け、３年以上勤務した職員に退職金を支給

している。 

４ 拠点区分が作成する計算書類等とサービス区分 

当拠点区分が作成する計算書類等は以下のとおりになっている。 

（１）神宮前あおぞら拠点区分の計算書類（会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、

第三号第四様式） 

（２）拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪））並びに拠点区分資金収支明細書（別紙３（

⑩）は作成を省略する。

（３）引当金明細書（別紙３（⑨））は、該当なしであるため作成を省略する。

（４）サービス区分は設けていない。

５ 基本財産の増減の内容及び金額 

  該当なし 

６ 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し 

  該当なし 
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７ 担保に供している資産 

  該当なし 

８ 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。 

  （単位：円） 

取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

器具及び備品 10,707,121 8,158,736 2,548,385 

その他の固定資産 20,000 0 20,000 

合計 10,727,121 8,158,736 2,568,385 

９ 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高 

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。 

  （単位：円） 

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高 

事業未収金 46,783,983 0 46,783,983 

合計 46,783,983 0 46,783,983 

１０ 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

  該当なし 

１１ 重要な後発事象 

  該当なし 

１２ その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状 

態を明らかにするために必要な事項 

  該当なし 
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計算書類に対する注記（本町きらきら拠点区分用） 

１ 重要な会計方針 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

・ 満期保有目的の債券等 ・・・ 該当なし

・ 上記以外の債券 ・・・・・・ 該当なし 

（２）固定資産の減価償却の方法

・ 建物並びに器具及び備品 ・・・ 定額法

・ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（３）引当金の計上基準

・ 退職給付引当金 ・・・ 該当なし

・ 賞与引当金 ・・・ 該当なし

・ 徴収不能引当金 ・・・ 該当なし

２ 重要な会計方針の変更 

  該当なし 

３ 採用する退職給付制度 

・ 正規職員については、自治体（渋谷区）の制度に準拠した独自の退職給付制度を設け、

加入要件を満たす職員は社会福祉施設職員等退職手当共済に加入している。 

・ 準職員については、独自の退職給付制度を設け、３年以上勤務した職員に退職金を支給

している。 

４ 拠点区分が作成する計算書類等とサービス区分 

当拠点区分が作成する計算書類等は以下のとおりになっている。 

（１）本町きらきら拠点区分の計算書類（会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第

三号第四様式） 

（２）拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪））並びに拠点区分資金収支明細書（別紙３（

⑩）は作成を省略する。

（３）引当金明細書（別紙３（⑨））は、該当なしであるため作成を省略する。

（４）サービス区分は設けていない。

５ 基本財産の増減の内容及び金額 

  該当なし 

６ 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し 

  該当なし 
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７ 担保に供している資産 

  該当なし 

８ 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。 

  （単位：円） 

取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

建物（基本財産） 310,380,000 63,901,768 246,478,232 

構築物 4,590,000 395,760 4,194,240 

器具及び備品 8,142,361 6,318,223 1,824,138 

その他の固定資産 20,000 0 20,000 

合計 323,132,361 70,615,751 252,516,610 

９ 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高 

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。 

  （単位：円） 

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高 

事業未収金 46,891,109 0 46,891,109 

合計 46,891,109 0 46,891,109 

１０ 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

  該当なし 

１１ 重要な後発事象 

  該当なし 

１２ その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態 

を明らかにするために必要な事項 

  該当なし 
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計算書類に対する注記（恵比寿のびのび拠点区分用） 

１ 重要な会計方針 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

・ 満期保有目的の債券等 ・・・ 該当なし

・ 上記以外の債券 ・・・・・・ 該当なし 

（２）固定資産の減価償却の方法

・ 建物並びに器具及び備品 ・・・ 定額法

・ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（３）引当金の計上基準

・ 退職給付引当金 ・・・ 該当なし

・ 賞与引当金 ・・・ 該当なし

・ 徴収不能引当金 ・・・ 該当なし

２ 重要な会計方針の変更 

  該当なし 

３ 採用する退職給付制度 

・ 正規職員については、自治体（渋谷区）の制度に準拠した独自の退職給付制度を設け、

加入要件を満たす職員は社会福祉施設職員等退職手当共済に加入している。 

・ 準職員については、独自の退職給付制度を設け、３年以上勤務した職員に退職金を支給

している。 

４ 拠点区分が作成する計算書類等とサービス区分 

当拠点区分が作成する計算書類等は以下のとおりになっている。 

（１）恵比寿のびのび拠点区分の計算書類（会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、

第三号第四様式） 

（２）拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪））並びに拠点区分資金収支明細書（別紙３（

⑩）は作成を省略する。

（３）引当金明細書（別紙３（⑨））は、該当なしであるため作成を省略する。

（４）サービス区分は設けていない。

５ 基本財産の増減の内容及び金額 

  該当なし 

６ 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し 

  該当なし 
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７ 担保に供している資産 

  該当なし 

８ 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。 

  （単位：円） 

取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

建物（基本財産） 197,400,000 34,835,298 162,564,702 

器具及び備品 5,421,454 4,971,530 449,924 

その他の固定資産 20,000 0 20,000 

合計 202,841,454 39,806,828 163,034,626 

９ 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高 

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。 

  （単位：円） 

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高 

事業未収金 42,809,516 0 42,809,516 

合計 42,809,516 0 42,809,516 

１０ 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

  該当なし 

１１ 重要な後発事象 

  該当なし 

１２ その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態 

を明らかにするために必要な事項 

  該当なし 
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計算書類に対する注記（本町そよかぜ拠点区分用） 

１ 重要な会計方針 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

・ 満期保有目的の債券等 ・・・ 該当なし

・ 上記以外の債券 ・・・・・・ 該当なし 

（２）固定資産の減価償却の方法

・ 建物並びに器具及び備品 ・・・ 定額法

・ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（３）引当金の計上基準

・ 退職給付引当金 ・・・ 該当なし

・ 賞与引当金 ・・・ 該当なし

・ 徴収不能引当金 ・・・ 該当なし

２ 重要な会計方針の変更 

  該当なし 

３ 採用する退職給付制度 

・ 正規職員については、自治体（渋谷区）の制度に準拠した独自の退職給付制度を設け、

加入要件を満たす職員は社会福祉施設職員等退職手当共済に加入している。 

・ 準職員については、独自の退職給付制度を設け、３年以上勤務した職員に退職金を支給

している。 

４ 拠点区分が作成する計算書類等とサービス区分 

当拠点区分が作成する計算書類等は以下のとおりになっている。 

（１）本町そよかぜ拠点区分の計算書類（会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第

三号第四様式） 

（２）拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪））並びに拠点区分資金収支明細書（別紙３（

⑩）は作成を省略する。

（３）引当金明細書（別紙３（⑨））並びに積立金・積立資産明細書（別紙３（⑫））は、該

当なしであるため作成を省略する。 

（４）サービス区分は設けていない。

５ 基本財産の増減の内容及び金額 

  該当なし 
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６ 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し 

  該当なし 

７ 担保に供している資産 

  該当なし 

８ 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。 

  （単位：円） 

取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

器具及び備品 7,072,554 6,490,221 582,333 

その他の固定資産 20,000 0 20,000 

合計 7,092,554 6,490,221 602,333 

９ 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高 

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。 

  （単位：円） 

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高 

事業未収金 41,957,826 0 41,957,826 

合計 41,957,826 0 41,957,826 

１０ 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

  該当なし 

１１ 重要な後発事象 

  該当なし 

１２ その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態 

を明らかにするために必要な事項 

  該当なし 
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計算書類に対する注記（神宮前にじ拠点区分用） 

１ 重要な会計方針 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

・ 満期保有目的の債券等 ・・・ 該当なし

・ 上記以外の債券 ・・・・・・ 該当なし 

（２）固定資産の減価償却の方法

・ 建物並びに器具及び備品 ・・・ 定額法

・ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（３）引当金の計上基準

・ 退職給付引当金 ・・・ 該当なし

・ 賞与引当金 ・・・ 該当なし

・ 徴収不能引当金 ・・・ 該当なし

２ 重要な会計方針の変更 

  該当なし 

３ 採用する退職給付制度 

・ 正規職員については、自治体（渋谷区）の制度に準拠した独自の退職給付制度を設け、

加入要件を満たす職員は社会福祉施設職員等退職手当共済に加入している。 

・ 準職員については、独自の退職給付制度を設け、３年以上勤務した職員に退職金を支給

している。 

４ 拠点区分が作成する計算書類等とサービス区分 

当拠点区分が作成する計算書類等は以下のとおりになっている。 

（１）神宮前にじ拠点区分の計算書類（会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三

号第四様式） 

（２）拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪））並びに拠点区分資金収支明細書（別紙３（

⑩）は作成を省略する。

（３）引当金明細書（別紙３（⑨））は、該当なしであるため作成を省略する。

（４）サービス区分は設けていない。

５ 基本財産の増減の内容及び金額 

  該当なし 

６ 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し 

  該当なし 
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７ 担保に供している資産 

  該当なし 

８ 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。 

  （単位：円） 

取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

器具及び備品 4,158,445 3,876,284 282,161 

その他の固定資産 20,000 0 20,000 

合計 4,178,445 3,876,284 302,161 

９ 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高 

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。 

  （単位：円） 

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高 

事業未収金 13,015,201 0 13,015,201 

合計 13,015,201 0 13,015,201 

１０ 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

  該当なし 

１１ 重要な後発事象 

  該当なし 

１２ その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状 

態を明らかにするために必要な事項 

  該当なし 
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計算書類に対する注記（西原ゆめ拠点区分用） 

１ 重要な会計方針 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

・ 満期保有目的の債券等 ・・・ 該当なし

・ 上記以外の債券 ・・・・・・ 該当なし 

（２）固定資産の減価償却の方法

・ 建物並びに器具及び備品 ・・・ 定額法

・ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（３）引当金の計上基準

・ 退職給付引当金 ・・・ 該当なし

・ 賞与引当金 ・・・ 該当なし

・ 徴収不能引当金 ・・・ 該当なし

２ 重要な会計方針の変更 

  該当なし 

３ 採用する退職給付制度 

・ 正規職員については、自治体（渋谷区）の制度に準拠した独自の退職給付制度を設け、

加入要件を満たす職員は社会福祉施設職員等退職手当共済に加入している。 

・ 準職員については、独自の退職給付制度を設け、３年以上勤務した職員に退職金を支給

している。 

４ 拠点区分が作成する計算書類等とサービス区分 

当拠点区分が作成する計算書類等は以下のとおりになっている。 

（１）西原ゆめ拠点区分の計算書類（会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号

第四様式） 

（２）拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪））並びに拠点区分資金収支明細書（別紙３（

⑩）は作成を省略する。

（３）引当金明細書（別紙３（⑨））は、該当なしであるため作成を省略する。

（４）サービス区分は設けていない。

５ 基本財産の増減の内容及び金額 

  該当なし 

６ 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し 

  該当なし 
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７ 担保に供している資産 

  該当なし 

８ 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。 

  （単位：円） 

取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

建物（基本財産） 343,568,000 48,807,449 294,760,551 

器具及び備品 8,348,818 7,740,950 607,868 

有形リース資産 2,932,236 2,932,236 0 

その他の固定資産 20,000 0 20,000 

合計 354,869,054 59,480,635 295,388,419 

９ 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高 

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。 

  （単位：円） 

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高 

事業未収金 22,474,003 0 22,474,003 

合計 22,474,003 0 22,474,003 

１０ 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

  該当なし 

１１ 重要な後発事象 

  該当なし 

１２ その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態 

を明らかにするために必要な事項 

  該当なし 
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１　予算の流用

中区分 流用増額 中区分 流用減額

 本部拠点区分  事務費  修繕費 1,816,912  事務消耗品費 △6,746

 業務委託費 △965,105

 保守料 △845,061

 あやめ社福拠点区分  人件費  非常勤職員給与 7,197,095  職員給料 △12,307,524

 派遣職員費 4,707,843  法定福利費 △5,140,602

 事業費  介護用品費 168,042  医薬品費 △12,531

 水道光熱費 857,768  保健衛生費 △39,986

 消耗器具備品費 779,909  教養娯楽費 △740,588

 日用品費 △7,204

 賃借料 △1,005,410

 事務費  印刷製本費 93,683  福利厚生費 △275,683

 租税公課 182,000  修繕費 △37,656,812

 美竹拠点区分  人件費  非常勤職員給与 4,242,132  職員給料 △21,322,804

 派遣職員費 17,080,672

 事業費  介護用品費 2,517,018  給食費 △3,073,550

 医薬品費 41,169

 保健衛生費 506,727

 日用品費 8,636

 事務費  印刷製本費 554,059  通信運搬費 △1,527,662

 修繕費 1,540,160  業務委託費 △2,366,668

 租税公課 284,400  賃借料 △1,131,680

 保守料 41,040

 認定調査委託費 24,020

 雑費 1,450,651

 支払利息 71,260

 ブルーメ笹塚拠点区分  人件費  非常勤職員給与 △554,188

 事業費  医薬品費 2,013  保健衛生費 △167,461

 本人支給金 445,800  教養娯楽費 △187,575

 消耗器具備品費 2,578  教育指導費 △60,080

予算流用一覧表

拠点区分 大区分
増額する科目 減額する科目

43,200,000

1,060,420

 その他の
 固定資産
 取得

ファイナン
ス・リース
債務の返済
支出
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中区分 流用増額 中区分 流用減額

 ブルーメ笹塚拠点区分  事務費  事務消耗品費 5,389  福利厚生費 △24,524

 修繕費 823,606  職員被服費 △287

 通信運搬費 9,910  旅費交通費 △26,141

 印刷製本費 △86,798

 水道光熱費 △34,775

 業務委託費 △93,367

 手数料 △36,217

 保険料 △6,715

 賃借料 △5,708

 租税公課 △1,000

 保守料 △460

 諸会費 △4,000

 つばさ拠点区分  事務費  修繕費 11,475  福利厚生費 △15,850

 手数料 4,375

 幡ヶ谷拠点区分  人件費  非常勤職員給与 4,624,547  職員給料 △4,624,547

 事務費  旅費交通費 671  職員被服費 △671

 印刷製本費 25,479  修繕費 △25,479

 のぞみ拠点区分  人件費  職員賞与 51,214  職員給料 △2,087,414

 非常勤職員給与 2,036,200

 事務費  通信運搬費 5,470  保険料 △5,470

 新橋拠点区分  人件費  職員賞与 91,745  職員給料 △91,745

 神宮前あおぞら拠点区分  事務費  旅費交通費 7,211  修繕費 △820,035

 研修研究費 665,714

 事務消耗品費 136,910

 諸会費 10,200

 本町きらきら拠点区分  事業費  消耗器具備品費 85,733  給食費 △85,733

 事務費  旅費交通費 9,016  研修研究費 △9,016

 事務消耗品費 144,523  手数料 △154,723

 諸会費 10,200

拠点区分 大区分
増額する科目

 その他の
 固定資産
 取得

20,000

減額する科目

△20,000

 器具及び
 備品取得

△20,000

 その他の
 固定資産
 取得

20,000

 器具及び
 備品取得

329



中区分 流用増額 中区分 流用減額

 恵比寿のびのび拠点区分  人件費  退職給付 44,500  職員給料 △44,500

 事業費  保健衛生費 960  給食費 △295,884

 消耗器具備品費 268,874

 賃借料 26,050

 事務費  研修研究費 191,480  修繕費 △191,075

 事務消耗品費 256,320  賃借料 △471,198

 土地・建物賃借料 204,273

 諸会費 10,200

 本町そよかぜ拠点区分  人件費  職員賞与 80,292  職員給料 △169,292

 退職給付 89,000

 事業費  保健衛生費 31,833  給食費 △121,272

 消耗器具備品費 72,362

 賃借料 17,077

 事務費  旅費交通費 11,426  職員被服費 △38,274

 事務消耗品費 16,648

 諸会費 10,200

 神宮前にじ拠点区分  事業費  保健衛生費 1,146  給食費 △60,077

 水道光熱費 58,931

 事務費  事務消耗品費 166,206  手数料 △176,306

 諸会費 10,100

 西原ゆめ拠点区分  事務費  旅費交通費 8,607  手数料 △351,589

 研修研究費 30,782

 事務消耗品費 182,100

 諸会費 10,100

 雑費 120,000

 器具及び
 備品取得

△20,000

減額する科目増額する科目
大区分拠点区分

20,000

 器具及び
 備品取得

△20,000

 その他の
 固定資産
 取得

 その他の
 固定資産
 取得

20,000

 器具及び
 備品取得

△20,000

 その他の
 固定資産
 取得

20,000
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中区分 流用増額 中区分 流用減額

 豊沢・新橋拠点区分  事務費  研修研究費 38,000  事務消耗品費 △96,000

 修繕費 52,800

 諸会費 5,200

 富ヶ谷・上原拠点区分  人件費  職員給料 1,009,327  非常勤職員給与 △1,009,327

 事務費  諸会費 2,200  事務消耗品費 △2,200

 あやめ公益拠点区分  人件費  職員給料 3,507  非常勤職員給与 △1,450,018

 職員賞与 742,880

 退職給付 89,000

 法定福利費 614,631

 事務費  旅費交通費 22,420  事務消耗品費 △158,640

 研修研究費 38,000

 租税公課 78,100

 保守料 18,620

 諸会費 1,500

 笹幡拠点区分  事務費  保守料 14,040  手数料 △14,040

 千駄ヶ谷・北参道拠点区分  事務費  諸会費 600  手数料 △600

 原宿拠点区分  人件費  非常勤職員給与 3,024,624  職員給料 △3,024,624

 事務費  研修研究費 38,000  事務消耗品費 △43,800

 諸会費 5,800

拠点区分 大区分
増額する科目 減額する科目
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